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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第24期

第３四半期
連結累計期間

第25期
第３四半期
連結累計期間

第24期

会計期間
自2019年９月１日
至2020年５月31日

自2020年９月１日
至2021年５月31日

自2019年９月１日
至2020年８月31日

売上高 （千円） 1,647,362 1,610,026 2,222,802

経常利益 （千円） 245,105 214,732 331,091

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 159,278 150,029 221,977

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 161,369 150,611 226,861

純資産額 （千円） 1,827,974 2,058,024 1,893,467

総資産額 （千円） 2,369,535 2,592,859 2,439,164

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 39.29 36.64 54.76

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 38.39 36.04 53.49

自己資本比率 （％） 76.35 78.54 76.74

 

回次
第24期

第３四半期
連結会計期間

第25期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2020年３月１日
至2020年５月31日

自2021年３月１日
至2021年５月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.95 18.38

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、研究開発に係る補助金については、従来、販売費及び一般管理費の「研究開発費」から控除する方法によっ

ておりましたが、当第３四半期連結会計期間より営業外収益の「補助金収入」として計上する方法に変更したため、

当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値で前年同期との比較分析を行っております。

 

(1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国の経済は、新型コロナウイルスの感染拡大により国民の行動及び経済活

動が制限され、生産活動の停滞、個人消費の低迷、雇用環境の悪化などを招き、依然として厳しい状況が続いており

ます。

　一方で、他先進国においては、限定的ではあるものの経済活動の再開など、回復の兆しが見えはじめております。

　このような経済環境の下、主たる事業分野である自動車関連の組込ソフトウェアは継続的な影響を受けたものの、

一部の顧客において受注回復の兆しが見えはじめております。

　また、当社が優位性を発揮する CASE （Connected, Autonomous, Shared & Services, Electric）は、自動車技術

変革のキーテクノロジーであり、自動車メーカを中心として各種開発の需要は高止まりの状況にあります。そのた

め、自動運転/先進安全シミュレータ開発や組込セキュリティサービス等の先進・高付加価値な事業分野は好調に推

移しました。

　さらに、産業機械分野においても、需要が活発な半導体関連及び工作機械のセキュリティ対応などに関する受注が

増加しておりますが、他の分野の減収分を吸収しきれず、売上高は前年同期比減収となりました。

　営業利益以下の各利益においては、主に売上高の減少の影響を受けたことに加え、成長事業分野として位置付けて

いるMaaS関連の先行投資プロジェクト実施によるコスト増、新規顧客開拓及び新事業創生のための営業及び研究開発

活動の実施により、それぞれ前年同期比減益となりました。

 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高 1,610,026千円（前年同期比2.3％減）、営業利益

199,348千円（同10.5％減）、経常利益 214,732千円（同12.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益 150,029

千円（同5.8％減）となりました。

 

　今後の成長に向け、これまで培ってきた組込技術の優位性を発展させつつ、移動サービスとエンタテイメントの融

合したプラットフォーム開発やDXに関する支援サービスなど人員工数に依存しないサービス事業創出のための研究開

発投資を強化しております。

　具体的には、デジタルツイン技術 ( DX 関連 ) を活用した、工場の仮想空間シミュレーションや移動時間を楽し

みに変える、エンターテイメント融合型 MaaS ( Mobility as a Service ) に関する研究開発に注力しております。

　研究開発投資を積極的に行っていくと、売上に貢献できる社員を研究開発に従事させるため一定の機会損失が発生

することに加え、研究開発費用が増加するため、短期的には利益を圧迫しますが、これらの投資は当社の今後の事業

拡大に大きく寄与する投資であると考えております。

 

　セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

　なお、2020年９月１日付の組織変更に伴い、報告セグメントの名称を組込システム事業から組込サービス事業

へ、機能安全開発事業からトラストシステムコンサルティング事業へそれぞれ変更しております。

 

1. 組込サービス事業

　当セグメントにおいては、自動車・産業製品向けの制御ソフトウェア、リアルタイムオペレーティングシステム

などのソフトウェアプラットフォーム提供、組込セキュリティなどの受託を行っております。経営成績の状況とし

ましては、産業機械の分野において新規顧客開拓などにより受注が増加したものの、前述した経済活動の停滞によ

り、主要事業である自動車関連の組込ソフトウェアの受注が完全には回復していないため、前年同期比で減収減益

となりました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間においては、売上高は870,775千円（前年同期比3.6%減）、セグメント利

益は225,774千円（同6.1％減）となりました。
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2. システムズエンジニアリング事業

　当セグメントにおいては、自動車関連のシミュレーション及びモデルベース開発技術とデジタルコンシューマ機

器向けの基盤技術の提案・開発・提供を行っております。経営成績の状況としましては、自動車関連のシミュレー

ション技術の提供が好調に推移し、売上高は前年同期比増収となりました。セグメント利益につきましては、増収

による利益貢献があったものの、主に成長事業分野として位置付けているMaaS関連の先行投資プロジェクト実施に

よるコスト増が影響し、前年同期比で減益となっております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間においては、売上高は596,209千円（前年同期比7.0％増）、セグメント利

益は166,849千円（同12.3%減）となりました。

 

3. トラストシステムコンサルティング事業

　当セグメントにおいては、近年の電子機器装置の安全性を担保するために必要なコンサルティング・安全性分析

支援と安全性の高いソフトウェア開発を行うためのソフトウェア開発プロセス作成の支援を行っております。経営

成績の状況としましては、当セグメントの事業が市場経済の悪化の影響を先行的に受けやすいことに伴い、受注に

至るまでの期間の長期化や受注規模の縮小などの影響を受け、前年同期比で減収となりました。セグメント利益に

つきましては、減収による影響があったものの、社内外のリソースを見直し更なるコストの削減等を図ることによ

り利益率を向上させ、前年同期比で増益となっております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間においては、売上高は110,059千円（前年同期比13.5％減）、セグメント

利益は45,897千円（同17.1％増）となりました。

 

4. その他

　当セグメントにおいては、株式会社アトリエ、株式会社ヴィッツ沖縄が含まれております。経営成績の状況とし

ましては、前述した経済環境の悪化等により前年同期比で減収となりました。セグメント利益につきましては、保

険料や旅費等の経費削減に努めたものの、減収の影響に加え、一部の子会社において稼働率が悪化し利益率を落と

した結果、前年同期比で減益となっております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間においては、売上高は109,431千円（前年同期比5.9％減）、セグメント利

益は8,678千円（同28.1％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　流動資産は、2,307,740千円（前連結会計年度末比6.8％増）となりました。主な内訳は、現金及び預金

2,026,840千円（同12.9％増）、受取手形及び売掛金108,305千円（同45.1％減）、仕掛品129,651千円 (同3.1％

減) であります。

　固定資産は、285,118千円（同2.7％増）となりました。主な内訳は、有形固定資産29,232千円（同1.9％減）、

無形固定資産9,350千円（同9.0％減）、保険積立金133,799千円（同9.7％増）であります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末における総資産は、2,592,859千円（同6.3％増）となりました。

 

（負債）

　流動負債は、302,659千円（前連結会計年度末比7.1％減）となりました。主な内訳は、買掛金57,569千円（同

13.9％増）、未払法人税等25,557千円（同62.9％減）、賞与引当金53,960千円（同47.1％減）であります。

　固定負債は、232,175千円（同5.5％増）となりました。主な内訳は、長期未払金91,495千円（前連結会計年度末

同額）、退職給付に係る負債139,042千円（前連結会計年度末比9.9％増）であります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、534,834千円（同2.0％減）となりました。

 

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は、2,058,024千円（前連結会計年度末比8.7％増）となりました。

主な内訳は、資本金603,267千円（同3.3％増）、資本剰余金537,757千円（同3.8％増）、利益剰余金895,620千円

（同16.3％増）であります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。
 

(6）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、43,361千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(7）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変

更があったものは、次のとおりであります。

　なお、「社内ICTインフラ」は、テレワークを前提としたクラウド型への移行の検討により中止することといた

しました。また、「本社増床」は、コンパクトな事務所展開によるコスト削減やテレワークの推進などを勘案し中

止することといたしました。

会社名

事業所名

 

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年

月 完成後の

増加能力所在地 総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

当社本社
名古屋市

中区

全社

（共通）
基幹システム 45,000 － 増資資金

2021年

９月

2024年

８月
（注）２

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

３．「基幹システム」は当初計画では、オンプレミスで開発を行う予定でおりましたが、テレワークを前提と

した業務効率化を図るためクラウド型へと見直しを行ったため、「投資予定金額」及び「着手及び完了予

定年月」を変更しております。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,680,000

計 11,680,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年７月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,141,400 4,141,400
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお単

元株式数は100株で

あります。

計 4,141,400 4,141,400 － －

（注）発行済株式のうち2,400株は、現物出資（譲渡制限付株式報酬としての新株発行に伴う金銭報酬債権6,232千円）に

よるものであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年３月１日～

2021年５月31日
－ 4,141,400 － 603,267 － 533,767

（注）　2019年３月28日提出の有価証券届出書の訂正届出書に記載いたしました「第一部　証券情報　第１　募集要領　

５　新株発行による手取金の使途　（２）手取金の使途」について、下記の通り変更が生じております。

(1)変更の理由

①基幹システム整備等設備資金

　当初計画では、オンプレミスで開発を行う予定でおりましたが、テレワークを前提とした業務効率化を図る

ためクラウド型へと見直しを行ったため、金額及び支出予定時期を変更しております。

②事務所増床に係る設備、敷金及び家賃

　当初計画では、戦略的な地域進出を検討しておりましたが、現時点において、あえて地域進出を推進する必

要性が低いことに加え、コンパクトな事務所展開によるコスト削減やテレワークの推進などを勘案し、金額及

び支出予定時期を変更しております。
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③研究開発費

　当社を取り巻く環境は大きな変革期を迎えており、時代の流れに沿った人工知能、IoT、自動運転、DX、

MaaS、サービスプラットフォームなど新技術の確立やサービス事業の創出へ向け、当初計画していた研究開発

テーマからの見直しを行いました。また、これらの新たな研究開発テーマについては、クリアランス調査、特

許取得、アライアンスを優先して進めているため、現時点においては未だ本格化しておらずPoC開発が中心と

なっております。今後も継続して研究開発を推進するため金額及び支出予定時期を変更しております。

④人材の採用・育成費

　当社においては、自動運転や人工知能といった開発に対応可能な特殊なスキルの人財が必要であり、今まで

も積極的に採用活動を実施して参りましたが、新型コロナウイルス感染症による採用活動の制限や本社地区に

おける高度な人財の枯渇などにより、当初予定通りの時期に予定金額を活用できておりません。高度な人財の

確保は、当社の収益獲得の源泉となることから今後においても引き続き積極的な採用活動・人材育成を推進し

ていくため、金額及び支出予定時期を変更しております。

⑤営業・広告宣伝費

　当社においては、研究開発により確立した技術の優位性をビジネスにつなげるため、適時、的確な営業活動

や展示会への出展などの広告宣伝活動を実施していくことが事業発展のために重要であると考えております。

そのため、今後進めていく新たな研究開発テーマの開発に歩調を合わせ、営業・広告宣伝費として、新たに使

途金額及び支出予定時期を計画いたしました。

 

　上記以外の残額は、事業規模拡大のための運転資金に充当する方針であります。なお、具体的な充当時期ま

では、安全性の高い金融商品等で運用していく方針であります。

 

(2)変更の内容

資金使途の変更の内容は次の通りです。変更箇所には下線を付しております。

＜変更前＞

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

基幹システム等設備 73,000 2019年８月期～2021年８月期

事務所増床に係る設備、敷金 40,900 2019年８月期～2021年８月期

研究開発費 359,600 2019年８月期～2021年８月期

人材の採用・育成費 87,000 2019年８月期～2021年８月期

事務所増床に係る家賃 49,500 2019年８月期～2021年８月期

事業規模拡大のための運転資金 357,200 ―

上記合計 967,200  

 

＜変更後＞

具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期

基幹システム等設備 56,068 2020年８月期～2024年８月期

事務所増床に係る設備、敷金 8,032 2019年８月期～2020年８月期

研究開発費 360,332 2019年８月期～2024年８月期

人材の採用・育成費 123,651 2019年８月期～2024年８月期

事務所増床に係る家賃 35,646 2019年８月期～2024年８月期

営業・広告宣伝費 113,400 2021年８月期～2024年８月期

事業規模拡大のための運転資金 270,067 ―

上記合計 967,200  

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

    2021年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注）１ 普通株式 100 － （注）３

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,139,600 41,396 （注）３

単元未満株式　　　　　　　　（注）２ 普通株式 1,700 － －

発行済株式総数  4,141,400 － －

総株主の議決権  － 41,396 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

３．権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株式数は100株であります。

 

②【自己株式等】

    2021年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ヴィッツ
愛知県名古屋市中区

栄２丁目13番１号
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年３月１日から2021

年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年９月１日から2021年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,794,855 2,026,840

受取手形及び売掛金 197,135 108,305

仕掛品 133,832 129,651

その他 35,776 42,942

流動資産合計 2,161,599 2,307,740

固定資産   

有形固定資産 29,803 29,232

無形固定資産 10,276 9,350

投資その他の資産   

保険積立金 121,924 133,799

その他 115,561 112,735

投資その他の資産合計 237,485 246,535

固定資産合計 277,565 285,118

資産合計 2,439,164 2,592,859

負債の部   

流動負債   

買掛金 50,554 57,569

1年内返済予定の長期借入金 1,008 884

未払法人税等 68,901 25,557

賞与引当金 102,079 53,960

製品保証引当金 2,960 3,896

受注損失引当金 2,155 －

その他 97,960 160,790

流動負債合計 325,619 302,659

固定負債   

長期借入金 632 －

退職給付に係る負債 126,500 139,042

長期未払金 91,495 91,495

その他 1,449 1,637

固定負債合計 220,077 232,175

負債合計 545,697 534,834

純資産の部   

株主資本   

資本金 583,789 603,267

資本剰余金 518,278 537,757

利益剰余金 769,914 895,620

自己株式 △71 △325

株主資本合計 1,871,910 2,036,320

非支配株主持分 21,556 21,703

純資産合計 1,893,467 2,058,024

負債純資産合計 2,439,164 2,592,859
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年９月１日
　至　2020年５月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年９月１日
　至　2021年５月31日)

売上高 1,647,362 1,610,026

売上原価 1,081,392 1,039,778

売上総利益 565,970 570,247

販売費及び一般管理費 343,210 370,898

営業利益 222,759 199,348

営業外収益   

保険解約返戻金 1,648 2,722

保険事務手数料 684 780

受取手数料 674 114

補助金収入 23,250 9,508

その他 155 2,375

営業外収益合計 26,413 15,500

営業外費用   

為替差損 14 99

支払手数料 4,000 5

その他 52 12

営業外費用合計 4,067 117

経常利益 245,105 214,732

特別利益   

固定資産受贈益 － 4,073

特別利益合計 － 4,073

特別損失   

投資有価証券評価損 6,530 －

固定資産除却損 － 923

特別損失合計 6,530 923

税金等調整前四半期純利益 238,574 217,882

法人税等 77,204 67,270

四半期純利益 161,369 150,611

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,091 581

親会社株主に帰属する四半期純利益 159,278 150,029

 

 

 

 

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2019年９月１日
　至　2020年５月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2020年９月１日
　至　2021年５月31日)

四半期純利益 161,369 150,611

四半期包括利益 161,369 150,611

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 159,278 150,029

非支配株主に係る四半期包括利益 2,091 581
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（補助金収入に関する会計方針の変更）

　研究開発に係る補助金については、従来、販売費及び一般管理費の「研究開発費」から控除する方法によっ

ておりましたが、当連結会計年度より当社グループの成長事業として位置づけているサービスビジネスに向け

て積極的に研究開発を進めており、今後もこれらの投資を継続して実施していくにあたり、その取引規模や実

態をより適切に表すため、当第３四半期連結会計期間より営業外収益の「補助金収入」として計上する方法に

変更しております。なお、当連結会計年度においては、第１四半期及び第２四半期連結会計期間に補助金収入

は発生しておりません。当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間については遡及適用

後の四半期連結損益計算書となっております。

　この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費の「研究開発

費」から控除していた23,250千円は、営業外収益の「補助金収入」として計上しております。営業利益は同額

減少しておりますが、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ影響ありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

　新型コロナウイルス感染症拡大は、当社グループの事業活動に影響を及ぼしておりますが、今後の広がり方や

収束時期等を予測することが極めて困難なことから、当第３四半期連結会計期間末時点で入手可能な外部情報等

を踏まえて、2021年８月期の一定期間にわたり当該影響が継続するとの仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性

等の会計上の見積りを行っております。今後これらの見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、当社

グループの財政状況及び経営成績の状況において重要な影響を与える可能性があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2019年９月１日
至 2020年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2020年９月１日
至 2021年５月31日）

減価償却費 10,105千円 8,684千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年９月１日　至　2020年５月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月28日

定時株主総会
普通株式 16,216 8 2019年８月31日 2019年11月29日 利益剰余金

（注）2019年９月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たり配当額は当該株式

分割前の内容を記載しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年９月１日　至　2021年５月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月26日

定時株主総会
普通株式 24,323 6 2020年８月31日 2020年11月27日 利益剰余金
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（セグメント情報）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2019年９月１日　至　2020年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

その他(注) 合計
 

組込サービス
事業

システムズエ
ンジニアリン

グ事業

トラストシス
テムコンサル
ティング事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 903,253 557,350 127,215 1,587,820 59,542 1,647,362

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － 56,772 56,772

計 903,253 557,350 127,215 1,587,820 116,314 1,704,134

セグメント利益 240,364 190,315 39,202 469,882 12,066 481,948

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社における研究事業の推進やソ

フトウェア開発の検証事業等であります。

 

２．報告セグメント合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関す

る事項）

（単位：千円）
 

売上高 金額

報告セグメント計 1,587,820

「その他」の区分の売上高 116,314

セグメント間取引消去 △56,772

四半期連結損益計算書の売上高 1,647,362

 

 

利益 金額

報告セグメント計 469,882

「その他」の区分の利益 12,066

全社費用（注１） △269,556

その他の調整額（注２） 10,368

四半期連結損益計算書の営業利益 222,759

　（注１）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

　（注２）　その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額等であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2020年９月１日　至　2021年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

その他(注) 合計
 

組込サービス
事業

システムズエ
ンジニアリン

グ事業

トラストシス
テムコンサル
ティング事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 870,775 596,209 110,059 1,577,044 32,981 1,610,026

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － 76,449 76,449

計 870,775 596,209 110,059 1,577,044 109,431 1,686,475

セグメント利益 225,774 166,849 45,897 438,521 8,678 447,200

　（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社における研究事業の推進やソ

フトウェア開発の検証事業等であります。

 

２．報告セグメント合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関す

る事項）

（単位：千円）
 

売上高 金額

報告セグメント計 1,577,044

「その他」の区分の売上高 109,431

セグメント間取引消去 △76,449

四半期連結損益計算書の売上高 1,610,026

 

 

利益 金額

報告セグメント計 438,521

「その他」の区分の利益 8,678

全社費用（注１） △258,227

その他の調整額（注２） 10,376

四半期連結損益計算書の営業利益 199,348

　（注１）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

　（注２）　その他の調整額は、営業取引と営業外取引の消去時に生じる差額等であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

 （１）　第１四半期連結会計期間より、従来「組込システム事業」としていた報告セグメントの名称を「組

込サービス事業」に、「機能安全開発事業」としていた報告セグメントの名称を「トラストシステム

コンサルティング事業」に変更しております。当該変更はセグメント名称の変更のみであり、セグメ

ント情報に与える影響はありません。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの名称で

記載しております。
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（２）　会計方針の変更に記載のとおり、研究開発に係る補助金については、従来、販売費及び一般管理費の

「研究開発費」から控除する方法によっておりましたが、当第３四半期連結会計期間より営業外収益の

「補助金収入」として計上する方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べ、前第３四半期連結累計期間のシステムズエンジニアリング事業のセグメント利益が12,703千円、

その他の区分のセグメント利益が989千円減少し、全社費用は9,557千円増加しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間

（自　2019年９月１日
至　2020年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2020年９月１日
至　2021年５月31日）

(1)　１株当たり四半期純利益金額 39円29銭 36円64銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 159,278 150,029

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金

額（千円）
159,278 150,029

普通株式の期中平均株式数（株） 4,053,981 4,094,401

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 38円39銭 36円４銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 94,432 68,324

（うちストック・オプション（株）） （94,432） （68,324）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

2021年７月９日

 

株式会社ヴィッツ

取締役会　御中

仰星監査法人

名古屋事務所

指定社員

業務執行社員
公認会計士 小川　薫 印

    

指定社員

業務執行社員
公認会計士 元雄　幸人 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヴィッ

ツの2020年９月１日から2021年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年３月１日から2021年５月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年９月１日から2021年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヴィッツ及び連結子会社の2021年５月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。
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・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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